[image: image1.wmf]
厚生労働大臣　細川律夫殿
衆議院議員　各位

参議院議員　各位

東北地方太平洋沖地震に伴う労働者保護について要望書

前略　　
　未曾有の大震災の被害に対して、日夜ご奮闘のこと敬意を表します。

私たち働く女性の全国センターは、2007年1月に結成された働く女性のためのNGOです。

全国14箇所をつないでホットラインを常設して活動してきました。この度の大震災に対して、厚生労働省が、3月18日「地震に伴う休業に関する取り扱い」について、Q＆Aで不要な解雇や不利益変更が増加しないように、通達を出してくださいましたことに、心から御礼を申し上げます。

　その上で、この震災のさなかに起きている下記のような事例について、迅速にご対処していただきたく申し入れします。

１．派遣社員の不利益取り扱いについて
1)被災地はもちろんのこと、計画停電地域について、休業、遅刻などの取り扱いが、正社員には保障されるのに、派遣社員には言葉の御見舞だけとの相談を受けています。ご存じのように、派遣社員の現状は雇用の調整弁として使われており、その上不利益取り扱いがされることは、死活問題になりかねません。大震災の被災地に義援金を出しても、足元の自社の派遣社員を不利益にして派遣先は関係ないという対応についても、改めるような通達を厚生労働大臣名で出していただきたくお願いします。

2）派遣先が被災しても派遣元の契約期間の中途解除は、安易にできないことを周知徹底してください。

　今回の被災地である東北地方に多くの工場があり大規模な解雇が発生し始めております。

　派遣元に雇用契約関係があり、派遣先が被災したとしても休業補償がされるよう周知徹底をお願いします。

２．東北関東から関西などへの企業移転に伴う労働条件の不利益変更について
外資系企業などを中心に、すでに本社機能を関西などへ移転するケースが増加しています。

その際、雇用喪失にならないよう、多方面からの援助をするよう要望いたします。

３．被災者に対する義援金の取り扱いについて

　自宅の倒壊が免れた仙台の方からは、水も、ガスもなく、それでも会社にいくしかなく、逃げ出すことも出来ず、泣きながら仕事をしていると伝えられています。

　芸能人、スポーツ選手をはじめとして、多くの義援金が届いていると連日報道されていますが自宅生活者のところには、物資が届かず、物価も高騰してお金が不足していて、この先不安であるという相談を受けています。特別災害見舞金のように、義援金の使い道が、被災地の個人に、公平にいきわたるように、要望いたします。

以上
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